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員
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和
嘉
子
君
提
出
原
子
力
安
全
協
定
に
お
け
る
周
辺
自
治
体
間
の
権
限
格
差
解
消
の
た
め
の
法
整
備
に
関
す

る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。 
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衆
議
院
議
員
山
本
和
嘉
子
君
提
出
原
子
力
安
全
協
定
に
お
け
る
周
辺
自
治
体
間
の
権
限
格
差
解
消
の
た
め
の
法
整
備
に

関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

一
か
ら
三
ま
で
に
つ
い
て 

 
 

原
子
力
事
業
者
が
原
子
力
発
電
所
を
再
稼
働
さ
せ
る
か
否
か
判
断
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
安
全
性
の
確
保
に
つ
い
て
、
原

子
力
規
制
委
員
会
に
よ
り
、
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百

六
十
六
号
）
及
び
同
法
の
規
定
に
基
づ
く
原
子
力
規
制
委
員
会
規
則
等
に
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
を

要
す
る
一
方
で
、
法
令
上
、
そ
れ
以
外
に
政
府
の
判
断
又
は
意
思
決
定
は
要
件
と
さ
れ
て
い
る
も
の
で
は
な
い
。 

 
 

ま
た
、
政
府
と
し
て
は
、
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」
（
平
成
三
十
年
七
月
三
日
閣
議
決
定
）
に
お
い
て
、
「
い
か
な
る

事
情
よ
り
も
安
全
性
を
全
て
に
優
先
さ
せ
、
国
民
の
懸
念
の
解
消
に
全
力
を
挙
げ
る
前
提
の
下
、
原
子
力
発
電
所
の
安
全
性

に
つ
い
て
は
、
原
子
力
規
制
委
員
会
の
専
門
的
な
判
断
に
委
ね
、
原
子
力
規
制
委
員
会
に
よ
り
世
界
で
最
も
厳
し
い
水
準
の

規
制
基
準
に
適
合
す
る
と
認
め
ら
れ
た
場
合
に
は
、
そ
の
判
断
を
尊
重
し
原
子
力
発
電
所
の
再
稼
働
を
進
め
る
」
こ
と
と
し

て
い
る
。 

 
 

原
子
力
事
業
者
が
関
係
地
方
自
治
体
と
の
間
で
原
子
炉
の
運
転
中
の
異
常
時
の
通
報
等
を
行
う
旨
の
協
定
は
、
地
方
自
治



 

２ 

 

体
の
個
別
の
関
心
に
応
じ
て
任
意
に
締
結
し
て
い
る
も
の
で
あ
る
。 


